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明 細 書

発 明 の 名 称

電 力 コ ン トロー ル 装 置 お よ び電 力 コ ン トロー ル 方 法

技 術 分 野

こ の 発 明 は 、 例 え ば 家 庭 に備 え られ て い る 電 力 蓄 積 装 置 の 蓄 積 お

よ び 供 給 を 制 御 す る の に 適 用 され る電 力 コ ン トロー ル 装 置 お よ び 電

力 コ ン トロー ル 方 法 に 関 す る 。

背 景 技 術

最 近 で は 、 工 場 、 オ フ ィス （ビル ） 、 家 庭 にお け るエ ネル ギ ー 消 費 を

抑 制 す る こ とが 要 請 され て い る。 エ ネ ル ギ ー 消 費 の統 計 的 な デ ー タ によ

れ ば 、 全 家 庭 にお け るエ ネ ル ギ ー 消 費 が 全 エ ネ ル ギ ー 消 費 の 中で 占め る

割 合 が 比 較 的 高 く、 家 庭 にお け るエ ネ ル ギ ー 消 費 の抑 制 が課 題 とな って

い る。 家 庭 にお け るエ ネ ル ギ ー を管 理 す る技 術 は 、 H E M S (Home Ene r

gy Management Sys t em) と呼 ばれ て い る。 H E M S は 、 エ ア コ ンデ イ シ

ョナ 等 の電 気 器 具 の オ ン オ フ制 御 、 電 力 消 費 量 等 の ロ グ の収 集 等 、 省

エ ネ ル ギ ー の対 策 を行 う もの で あ った 。

例 え ば特 許 文 献 1 に は 、 家 庭 内 の分 岐 ブ レー カ にそ れ ぞ れ 対 応 して 計

測 部 を設 け、 計測 部 にお いて 、 各 機 器 の使 用 期 間 、使 用 電 力 量 を測 定 し、

測 定 値 を各 機 器 の機 器 番 号 に対 応 させ て 使 用 履 歴 記 憶 部 に記 憶 す る こ と

が 記 載 され て い る。

先行 技 術 文 献

特 許 文 献



特許文献 1 : 特 開 2 0 0 9 — 2 6 1 1 5 9 号公報

発明の概要

発明が解決 しょ うとす る課題

特許文献 1 に記載の発 明は、使用履歴記憶部 に記憶 された使用履歴 に

よってマネー ジメン トュニ ッ 卜が電気機器の使用計画 を立案 し、省エネ

ルギ一 を図るもので ある。特許文献 1 に記載の構成のよ うに、複数箇所

か らの電 力量の情報 を収集す る場合、通信の異常等 によって情報が欠落

す ると、正確な情報 を得 る ことができな くな る。

したが って、本願 は、複数の電気機器 のそれぞれの使用電 力量 の情報

を収集す る場合 に、正確な情報 を得 る ことがで きる電 力コン トロール装

置および電力コン トロール方法の提供 を目的 とす る。

課題 を解決す るための手段

本願開示の装置は、

区画 されたエ リアの複数箇所の電 力の流れ を測定 し、電力測定値 を発

生す る測定装置 と、

測定装置か らの電 力測定値 に対 してタイムスタ ンプを付加 して送信す

る送信装置 と、

送信装置か らの電 力測定値およびタイムスタ ンプを受信す る受信装置

とを備え、

受信装置が電 力測定値 の時間方 向の積算値 を演算す る電力コン トロー

ル装置である。

本願 開示の方法は、

区画 されたエ リアの複数箇所の電 力の流れ を測定 し、電 力測定値 を発

生す るステ ップ と、



電 力測定値 に対 してタイムスタンプを付加 して送信す るステ ップ と、

電 力測定値およびタイムスタンプを受信す る受信ステ ップ とを有 し、

受信 された電 力測定値 の時間方 向の積算値 を演算す る電 力コン トロー

ル方法で ある。

発明の効果

少な くとも一つの実施の形態 によれ ば、通信の異常等 によって、電力

測定値 を収集す る ことができない場合で も、正確性 を保 って測定 を行 う

ことができる。

図面の簡単な説明

図 1 は、 この発明による電力コン トロール システムの一実施の形態の

電力系統 を示すブ ロック図である。

図 2 は、 この発明による電力コン トロール システムの一実施の形態の

通信系統 を示すブ ロック図である。

図 3 は、 この発明の一実施の形態の電 力系統 の概念的説明 に使用す る

ブロック図で ある。

図 4 は、 この発明の一実施の形態のデ ィスプ レイの表示 を示す略線 図

である。

図 5 は、ソー ラパネルおよび蓄電装置 に接続 され るパ ワー コンデ イシ

ョナの説明に使用す るブロック図である。

図 6 は、蓄電装置の充電、放電 を制御す る処理の説明に使用す る状態

遷移 図である。

発明 を実施す るための形態

以下、 この発明の実施の形態 について説明す る。なお、説 明は、以下



の順序で行 う。

< 1 . 一実施の形態 >

< 2 . 変 形例 >

なお、以下 に説明する実施の形態 は、 この発明の好適な具体例で あ り、

技術的 に好 ま しい種々の限定が付 されているが、 この発明の範囲は、以

下の説明において、特 に この発明を限定す る旨の記載がない限 り、 これ

らの実施 の形態 に限定 されない もの とす る。

< 1 . 一実施の形態 >

「電力制御 コ ン トロール シス テ ム の一例」

図 1 を参照 して、区画 されたエ リァ例 えば家庭の電力制御 コン トロー

ル システムの一例 について説明す る。図 1 は、電 力の供給経路 を示 し、

情報デー タ、コン トロール信号等 の伝送経路 は、図 2 に示されて いる。

さ らに、家庭内の電 力ネ ッ トワー クの概念 を示すために図 3 が使用 され

る。電 力の種類 として、直流 （D C ) お よび交流 （A C ) が示 されてい

る。例 えば家庭 内の電力ネ ッ トワー クには、 2 2 0 V ( 6 0 Hz) の交流

電 力が流れ る。

電力供給網 1 を通 じて発電所が発電 した電 力が家庭の電力メータ 2 を

介 して家庭内に引き込 まれ る。発電所 は、火 力発電所、原子 力発電所等

である。電力供給網 1 を通 じて家庭 に供給 され る電力の C O 2 排 出量 は、

発電方式 によって相違す る。 さ らに、電 力供給会社が供給す る電 力を家

庭のオーナーが買い取 る料金は、 1 日の内の時間帯 によって変化す る。

例えば電 力需要が少ない夜間の電 力料金が昼間の料金 に比 して安価 に設

定 され る。

図 2 に示すよ うに、電カメ一夕 2 は、家庭 の電 力ネ ッ トワー クのゲー

トウエイ 4 に対 して例えば無線 L A N (Loca l Area Ne twork) で接続 され



ている。無線 L A N によって接続 され る機器 同士 は、相互認証 によ って

認証がな されている。 さ らに、セキ ュ リティを確保す るため に、無線 し

A N で通信 され るデータが暗号化 され る。図 2 中の実線 の経路 は、有線

L A N の通信経路 を示 し、破線の経路 は、無線 L A N の通信経路 を示 し

ている。

電 力メータ 2 は、電 力供給網 1 か ら家庭 に対 して供給 された電 力の正

確な測定 を所定周期で行 い、測定値 を通信部 によって家庭の電力ネ ッ 卜

ワー クのゲー トウェイ 4 に対 して無線 L A N を通 じて伝送す る。 この場

合、測定時刻がタイムスタ ンプとして測定値 に付随 して送信 され る。時

刻は、電 力ネ ッ トワークに共通の時刻情報である。例 えば電 力ネ ッ トヮ

ーク上 に基準時刻発生源が設 け られ る。

電 カメ一夕 2 か ら家庭内 に入 った商用電源が プラダス トリップ 3 に供

給 され る。プラグス トリップ 3 は、交流電力を供給す るため に複数の電

源 プラグを有す る器具で ある。プラダス トリップ 3 か らゲー トウエイ 4

および器具モニタ 5 に対 して交流電 力が供給 され る。器具モニタ 5 を通

じて家庭内の電気器具例 えばテ レビジ ョン装置 6 、照明 7 お よびヘ ア ド

ライヤ 8 に対 して交流電 力が供給 され る。なお、 これ らの電気器具 は、

一例であって、実際 には、よ り多 くの種類の電気器具が家庭 内で使用 さ

れ る。

器具モニタ 5 は、そ こに接続 されている電気器具のそれぞれの電 力消

費量 を所定周期例 えば 1 秒周期で測定す る。測定 された各電気器具の消

費電 力情報 と測定時刻 を示す タイムスタンプ とが器具モニタ 5 か らゲ一

トウエイ 4 に無線通信で送信 され る。

太 陽光電池 によ り構成 された ソー ラパネル 9 が発生 した直流電 力が ソ

ー ラモジュール 1 0 に供給 され る。 ソ一 ラモジュール 1 0 によ って家庭

内の交流電力 と同期 した交流電力が生成 され る。生成 された交流電 力が



プラグス トリップ 3 に供給される。プラグス トリップ 3 において、電力

メータ 2 からの交流電力とソーラモジュール 1 0 か らの交流電力が加算

されて家庭内の電力として使用される。ソーラパネル 9 に限 らず、再生

可能なエネルギーによって発電を行 う風力発電器等を電力発生装置とし

て使用 しても良い。

ソ一ラモジュール 1 0 は、ゲー トウエイ 4 と無線 L A N で接続されて

いる。ソーラモジュール 1 0 は、ソーラパネル 9 が発生した直流電力と、

直流電力が変換されて電力ネットワークに対 して供給された交流電力量

を測定する。測定値と測定時刻を示すタイムスタンプとがソーラモジュ

ール 1 0 か らゲー トウェイ 4 に無線通信で送信される。

家庭内の電力蓄積装置として、例えば 3 個のバッテリ 1 2 a 、 1 2 b 、

1 c か らなる蓄電装置 1 1 が備えられている。バッテ リ 1 2 a 〜 1

c は、例えばリチウムイオンバッテ リである。蓄電装置 1 1 として、電

気二重層を使用 しても良い。蓄電装置 1 1 のバッテリ 1 2 a 、 1 2 b 、

1 2 c を充電および放電等の動作を管理 し、蓄電装置 1 1 に蓄積されて

いる直流電力を交流電力に変換するために、バ ッテリセンター 1 3 が設

けられる。蓄電装置 1 1 およびバッテ リセンター 1 3 が有線ィン夕一フ

エ ー ス に よ っ て 接 続 され る 。 例 え ば S P I (Se r i a l Per iphe r a l

Inte r face) が使用できる。バ ッテ リセンター 1 3 か らの交流電力がプ

ラダス トリップ 3 に供給される。

バッテリセン夕一 1 3 は、物理的接続部として複数のソケットを備え

ている。ソケットに対 して、バッテ リ 1 2 a 、 1 2 b 、 1 2 c がそれぞ

れ挿入、離脱される。ノ、ッテリ 1 2 a 、 1 b 1 2 c としては、異な

る種類のものを使用できる。例えばリチウムイオンバ ッテリ、キャパシ

夕、燃料電池、マイクロコジェネレータ等を使用できる。各バッテリは、

セキュアなバッテリ識別子 （バッテ リ I D ) によって一意に識別可能と



さ れ て い る 。 バ ッ テ リ の 種 類 が 相 違 して も 、 バ ッ テ リ は 、 全 て 規 格 化 さ

れ た ソ ケ ッ トに 対 して 挿 入 で き る 。

ソ ケ ッ トは 、 物 理 的 接 続 を 確 保 し 、 ノ、 ッ テ リ 1 2 a 、 1 2 b 、 1 2 c

とバ ッ テ リセ ン タ ー 1 3 と の 間 の ィ ン タ ー フ ェ ー ス を 確 保 す る 。 バ ッ テ

リセ ン 夕 一 1 3 は 、 ノ ッ テ リ 1 2 a 、 1 2 b 、 1 2 c の 状 態 を 管 理 し、

安 全 性 お よ び 信 頼 性 を モ ニ タ リ ン グ す る 。 バ ッ テ リセ ン タ ー 1 3 が ゲ ー

トウ エ イ 4 と 無 線 L A N で 接 続 さ れ て い る 。 ゲ ー トウ ェ イ 4 は 、 バ ッ テ

リセ ン タ ー 1 3 か ら の 情 報 を 受 信 し 、 バ ッ テ リ 1 2 a 〜 1 2 c に 関 連 す

る 制 御 信 号 を バ ッ テ リセ ン 夕 一 1 3 に 対 して 送 信 す る 。

図 3 に 示 す よ う に 、 ゲ ー ト ウ ェ イ 4 は 、 A D S L (Asymme t r i c

D i g i t a l Subscr ibe r L ine) 1 5 を 介 し て ィ ン 夕 一 ネ ッ ト 1 6 上 の バ ッ テ

リ プ ロ フ ァイ ル サ ー バ 1 7 と接 続 さ れ て い る 。 ゲ ー トウ ェ イ 4 は 、 バ ッ

テ リ I D と対 応 す る ス ト レ一 ジ 情 報 を サ ー バ 1 7 か ら受 け 取 る こ と に よ

つ て 、 バ ッ テ リ の 安 全 且 つ 適 正 に 充 電 す る こ と が で き る 。 さ ら に 、 バ ッ

テ リ の 使 用 結 果 の 情 報 （充 電 回 数 、 トラ ブ ル 等 ） の 情 報 が ゲ ー トウ ェ イ

4 か らサ ー バ 1 7 に 対 して 送 信 さ れ 、 サ ー バ 1 7 の デ 一 夕 べ 一 ス 上 の ス

ト レー ジ 情 報 が 最 新 の も の に 更 新 さ れ る 。

図 3 に 示 す よ う に 、 各 バ ッ テ リ は 、 バ ッ テ リセ ン タ ー 1 3 か ら取 り外

し可 能 な 構 成 と さ れ 、 取 り外 して 他 の 用 途 に 使 用 さ れ る 。 す な わ ち 、 電

気 装 置 例 え ば 電 動 自転 車 1 8 或 い は 電 動 工 具 1 9 の 動 力 源 と して 使 用 さ

れ る 。 こ の よ う に 、 バ ッ テ リが 家 庭 用 蓄 電 池 以 外 の 電 源 と し て も 利 用 可

能 と さ れ 、 複 数 種 類 の バ ッ テ リ に 対 す る 制 御 お よ び 充 電 装 置 を 共 通 と し

て い る の で 、 安 全 性 を 損 な う こ と な く 、 家 庭 用 蓄 電 池 を 口一 コ ス トに 構

成 す る こ と が 可 能 と な る 。

ゲ 一 トウ エ イ 4 に 対 して 無 線 L A N に よ っ て デ ィ ス プ レイ 1 4 が 接 続

さ れ 、 ゲ ー トウ ェ イ 4 か らデ ィ ス プ レイ 1 4 に 対 して 表 示 情 報 が 伝 送 さ



れ る。デ ィスプ レイ 1 4 は、家庭内のユーザ に対 して下記の例 に示すよ

うな情報 または これ らの状態 の一部 を表示す る。

• 電力供給網 1 か ら家庭 に供給 された電 力

• ソー ラパネル 9 か ら供給 された電 力

· バ ッテ リセ ンター 1 3 へ流れた正味の電 力

• バ ッテ リセ ンター 1 3 上のバ ッテ リの状態

• 家庭内の電気器具 によって消費 された電力

• 使用 されたエネルギー にお けるグ リー ン電力 と非 グ リー ン電 力 との割

· リアル タイムの使用電力の炭素排 出強度

• 家庭の電力ネ ッ トワー クによ り消費 された電 力のカーボ ンフッ トプ リ

ン 卜

(例 えば排出された温室効果ガス （炭素排 出強度） を 1 か月間で積算 し

た値 をカーボ ンフッ トプ リン トとして表示 し、炭素排 出量 を見 える化す

る）

デ ィスプ レイ 1 4 によ り表示 され る上述の情報 は、イ ンターネ ッ ト 1

6 上 のモパイルディスプ レイ 2 0 によ って も表示可能である。モパイル

ディスプ レイ 2 0 は、携帯電話、携帯型パー ソナル コンピュータ等で あ

る。 さ らに、 これ らの携帯端末 を使用 して家庭のゲー トウェイ 4 に対 し

て電 力ネ ッ トワークを制御す るための制御信号 を送信す ることが可能 と

されて いる。

「測定データに付随す るタイムスタ ンプ」

上述 したデ ィスプ レイ 1 4 に表示す るための情報は、電力メー タ 2 、

器具モニタ 5 、ソー ラモジュール 1 0 、およびバ ッテ リセ ンター 1 3 か

ら無線 L A N で送信 された測定値 （タイムスタンプ付き） をゲー トゥェ

ィ 4 が処理す る ことによって生成 され る。ゲー トウェイ 4 にお いては、



使用電力量 をタイムスタンプによって互 いに同期 させ る。 さ らに、使用

電力量の時間方 向の積算値 を計算す る。電力測定器具 としては、正確性

を期すために、所定 の仕様 を満たす ものが使用 され る。 さ らに、電 力に

関す る正確な測定 は、家庭 内で消費 されたエネルギー を、二酸化炭素の

排 出量 に正確性 をもって調整 · 換算 した数値データを世帯主 に知 らせ る

よ うな機能の基礎 とな る。

家庭内にお けるエネルギーの使用状況 をモニ タ一す る典型的な例 は、

ある特定 の期間 （時間）内 に消費 した総エネルギー量 を、デ ィスプ レイ

に積算表示す る ことである。上述 したよ うに、測定値が測定時刻 を示す

タイムスタンプを付随 したデ一夕であるので、 2 つ測定値が得 られた と

す ると、瞬 間的な電 力 P は、 2 つ のエネルギー の測定値 E ！、 E 2 の差

を時間 T , 、 T の差で割 った もの として求める ことができる。

Ρ = ( Ε 2 - Ε , ) / ( Τ 2 - Τ , )

デー タの積算値 を求める ことによって、停電 による機器等 の機能停止

があった場合 にも、情報 を確保す る ことができる。電 力 としてデー タを

扱 うシステムでは、ある一 つ のデ一夕の欠落で あって も、測定のできな

か った期間を含む積算が推測 とな るために、総エネルギー量の換算 · 調

整が不正確な もの とな って しまう。測定時間 を示すタイムスタンプと結

びづ け られた情報 に基づ くシステムであれば、機能停止 の回復 と共 に、

換算の正確性 を回復す る ことができる。

「屋外か らの電力コン トロール システムの制御」

さ らに、ィ ン夕ーネ ッ ト 1 6 およびゲー トウエイ 4 を介 してネ ッ トヮ

ーク上のモパイル端末 によ って、屋外か ら蓄電装置 1 1 の リモー トコン

トロールが可能 とされ る。 この特長 を生か したアプ リケ一 シ ョンの簡単

な例 としては、世帯主が、電 力蓄積装置 を屋外か ら操作 して、世帯主の

行動 にあわせて システムの動作 を柔軟に変更す るものがある。外 出 し、



次 に 帰 宅 した と き 、 通 常 よ り多 い 電 力 消 費 が 見 込 ま れ そ う な 場 合 に 、 ェ

ネ ル ギ 一 を 前 も っ て 蓄 積 す る よ う に 、 世 帯 主 が 家 の 外 か ら蓄 電 装 置 1 1

に対 して 指 示 を 与 え る こ と が で き る 。 さ ら に 、 例 え ば 世 帯 主 が 休 暇 中 な

ど に 家 を 空 け る 場 合 に 、 電 力 の 蓄 積 の 制 御 を 公 益 事 業 会 社 （電 力 会 社 ）

に 委 ね る 長 期 の 契 約 を結 ぶ こ と も可 能 で あ る 。

「利 用 す る エ ネ ル ギ ー の 炭 素 排 出 強 度 に 基 く 、 蓄 電 装 置 の 制 御 」

炭 素 排 出 強 度 を求 め る 場 合 、 イ ン タ ー ネ ッ ト 1 6 上 の サ ー バ 、 具 体 的

に は 、 A P I (App l i cat i on Program I n t e r face) に ア ク セ ス し、 家 庭 の

消 費 電 力 等 の 情 報 を A P I に 送 信 し、 A P I に お い て 炭 素 排 出 強 度 を演

算 す る よ う に し て も 良 い 。 A P I の 一 例 は 、 A M E E (Avo i d ing Mass

Ext inc t i ons Engi ne) 2 1 で あ る 。 A M E E 2 1 は 、 世 界 中 の エ ネ ル ギ

ー デ 一 夕 を収 集 し、 長 期 間 に 亘 つ て 収 集 さ れ た さ ま ざ ま な 形 の エ ネ ル ギ

— 消 費 デ 一 夕 を 保 存 して い る 。 A M E E 2 1 が 規 定 して い る プ ロ フ アイ

ル に した が っ て 、 自 身 の 家 庭 の C O 2 排 出 量 に 関 す る 情 報 を ゲ ー トゥ ェ

ィ 4 が 得 る こ と が で き る 。

自 身 で 算 出 した 炭 素 排 出 強 度 ま た は A P I に よ り算 出 して も ら っ た 炭

素 排 出 強 度 に 基 づ い て 、 ゲ ー トウ ェ イ 4 .は 、 い つ エ ネ ル ギ ー を電 力 と し

て 蓄 電 装 置 1 1 に 蓄 積 し、 ま た 、 い っ そ の エ ネ ル ギ ー を 蓄 電 装 置 1 1 か

ら供 給 す る か を 制 御 す る こ とが で き る 。 さ ら に 、 蓄 積 と 供 給 の 配 分 を 制

御 す る こ とが で き る 。

炭 素 排 出 強 度 に 基 づ く制 御 の ル ー ル の 一 例 に つ い て 説 明 す る 。 こ の ル

ー ル は 、 電 力 消 費 に よ る 総 炭 素 排 出 強 度 を最 小 とす る よ うな ア ル ゴ リズ

ム で あ る 。 上 述 した 電 力 コ ン トロ ー ル シ ス テ ム は 、 供 給 され る エ ネ ル ギ

— の 炭 素 排 出 強 度 が あ る し き い 値 よ り低 い と き に だ け 電 力 を 蓄 電 装 置 1

1 に 蓄 積 す る よ う に 設 定 さ れ る 。 炭 素 排 出 強 度 が 高 い と き に は 、 蓄 電 装

置 1 1 か ら電 力 を 供 給 す る よ う に な さ れ る 。 こ の よ う な 電 力 コ ン トロ ー



ル システムは、世帯主がよ り炭素排 出量が少ないエネルギー を消費す る

よ うにできる。

電 力コン トロール システム において、利用す るエネルギー の炭素排 出

強度 は、外部 （電 力会社）か ら供給 され るエネルギー以外 に、各家庭 に

設置 された発電装置 （ソー ラパネル 9 ) によ って生成 され るエネルギー

に基づき、正味の炭素排出強度 として求め られ る。 どのよ うに、ェネル

ギ一が生成 されたか によって、炭素排 出強度が異なる。蓄電装置 1 1 に

対 して蓄積 され るエネルギーは、炭素排 出強度が低 い も の ほ ど好 ま しレム。

電力会社か ら供給 され るエネルギー の 炭素排 出強度 に関す る情報 は、電

力会社 に限 らず、例えば上述 した A M E E か ら得 ることができる。

電 力コン トロール システムにお ける電 力の蓄積 には 2 つのコス トがか

かる。第 1 のコス トは、蓄積 され る電 力その ものにかか るコス トである。

第 2 のコス トは、電力の蓄積 に使 うバ ッテ リの耐用年数 （劣化） に起 因

す るコス トである。その他 に、いつ どのよ うな割合で充電す るのか とい

うルール を決める際、電 力またはバ ッテ リ交換 にかかるコ ス トの 両面 を

考慮す るべきである。電力コン トロール システム によれ ば、炭素排 出強

度が低 い ときに急速 にエネルギー を蓄積す る ことで、急速充電 に起 因す

るバ ッテ リの劣化 に起 因す る余分な コス トを相殺す ることも可能で ある。

「買い取 り料金 に基づ く、蓄電装置の制御」

蓄電装置 1 1 を制御す る場合、エネルギーの買い取 り価格が考慮 され

る。エネルギー （電力） の 買い取 り価格 は、 1 日 の 時間帯、季節等 に応

じて変化す る。電力コン トロール システムは、家庭内の電力の蓄積 と、

電力会社か ら提示 され るエネルギーの買 い取 り価格 を算出す る。買い取

り価格 は、電 力会社が電力の需給バ ランスを調整す るために変化 した り、

電力市場 にお けるスポ ッ ト価格 によって変化す る。

買い取 り価格 の情報は、需要者が電力会社等か ら得 る ことができる。



電力コン トロール システムは、いつエネルギー を電力 として蓄積 し、い

つそのエネルギー を供給す るか を制御す るためのルール を規定す る。 さ

らに、蓄積 と供給の配分 をコン トロールす る こともで きる。電 力コン ト

ロール システムシステムは、供給 され るエネルギーの需要者 による買い

取 り価格がある しきい値 よ り低 い場合 にのみ電 力を蓄積す るよ うに設定

され る。 このよ うな電 力コン トロール システム システムは、世帯主が家

庭で消費す るエネルギー にかかるコス トを最小 にす るために役立つ。

いつエネルギー を電力 として蓄積す るか、 また、チ ャー ジ レー トをど

のよ うにす るか を決めるルール は、ス トレー ジにかか るコス ト、すなわ

ち電 力 自体 のコス トとバ ッテ リの寿命の両方 を考慮 して決定 され る。電

力コン トロール システム によ って、需要者 による買い取 り価格が低 いと

きに急速 にエネルギー を蓄積す る ことで、急速充電が原 因の電池 の劣化

に起 因す る余分な コス トを相殺す ることも可能で ある。

「デ ィスプ レイ による表示の例」

図 4 を参照 してデ ィスプ レイ 1 4 によ る表示 の一例 について説 明す る。

ディスプ レイ 1 4 による表示 は、カ ラーデ ィスプ レイ によってな され る。

表示エ リアのほぼ中央 に家 のマークが表示 され る。家 のマー クが 2 分 さ

れ、図に向か って左側半分 に、電 力供給網 1 か ら家庭 に供給 された電 力

の量の表示 3 1 A がな され る。通常、 この電 力は、非 グ リー ン電 力 （炭

素排 出強度が比較的高い電 力）で あるので、赤色で表示 され る。但 し、

電 力供給網 1 か ら供給 され る電力の中で も、グ リー ン電力 （炭素排 出強

度が比較的低 い電 力）が存在す る場合 には、破線で示すよ うに、グ リー

ン電力の量 に対応 した表示 3 1 B (緑色）がな され る。 この表示 3 1 A 、

3 1 B および 3 2 は、 リアル タイムで変化す るアニ メ一 ション表示であ

る。

図に向か って右側半分 にソ一 ラパネル 9 ( 図 4 では、アイ コン 3 3 で



示 され る）が発生 したグ リー ン電 力の量 に対応 した表示 3 2 がな され る。

さ らに、蓄電装置 1 1 を構成す る例えば 3 個 のバ ッテ リに対応 し、それ

ぞれの蓄積量 を表す アイ コン 3 4 a 、 3 4 b 、 3 4 c が表示 され る。 さ

らに、家庭内の電気器具 を示すエ リア 3 5 が設 け られ、エ リア 3 5 内に

動作 中の電気器具のそれぞれのアイコンと現在 の消費電力 とが表示 され

る。現在 の合計消費電力量の表示 3 6 がな され る。

さ らに、イ ンデ ィケ一夕 3 7 が表示 され る。イ ンデ ィケ一夕 3 7 の針

マー クの示す位 置が家庭 内 に現在供給 され て い る電 力量の グ リー ン度

( きれ いさ） を表す。イ ンデ ィケ一 夕 3 7 の左端 のアイコン 3 8 a が最

も良好な位置であ り、その右端のアイ コン 3 8 b が最 も悪 い位置で ある。

したが って、針マークが左 に触れ るほ ど、 グ リー ン度が良好で あ り、針

マー クが右 に触れ るほど、 グ リー ン度が悪 い ことを表 している。

さ らに、表示エ リアの下部 のエ リアに、カーボ ンフッ トプ リン トの表

示 3 9 がな され る。カーボ ンフッ トプ リン トは、その家庭 において、 1

か月等 の所定期間に消費 された電 力の合計 を C O 2 排 出量 に変換 した値

である。上述 したよ うに、 C 〇 2 排 出量 を求めるに際 して、生成方法 に

応 じた各電力の炭素排 出強度 を考慮 してカーボ ンフッ トプ リン トが求め

られ る。

表示エ リアの最下部のエ リアには、マイスコアカー ドの表示 4 0 がな

され る。マイス コアカー ドの表示 4 0 に表 示 され るス コアは、ユーザ

(家 のオーナ一）の利害 にとって、意味のある値である。例 えばスコア

が政府の支給す る環境補助金の基礎 とされ る。あるいは C O 2 排 出量の

取 引市場 において取 引対象 とされ る。

「グ リー ン度の尺度 （G r e e n e s s ゲー ジ） につ いて」

上述 したよ うに、デ ィスプ レイ 1 4 によ って、家庭内で消費され る電

力の総炭素排 出強度が表示 され る。総炭素排 出強度は、尺度 （ゲー ジ）



の 形 で 示 され る。 この 尺 度 を得 る た め の 変 数 に対 す る計 算 は 、 外 部 （電

力会 社 ） か ら供 給 され るエ ネ ル ギ ー の ほ か 、 各 家 庭 に設 置 され た 太 陽電

池 や C H P (Comb i ned Hea t and Powe r ) 設 備 な ど に よ って つ く られ る ェ

ネ ル ギ ー を考 慮 に入 れ る こ とが で き る。 例 え ば下 式 に よ って 尺 度 が 計 算

され る。 E が エ ネ ル ギ ー 量 を示 し、 C が 炭 素 コス トを示 す 。

G = ∑ E (supp ly) , E (so l ar) , E (CHP) , E (ba t t e ry) ∑ C (supp ly) , C

(CHP) , C (ba t t e ry)

こ の 計 算 に お い て 、 太 陽 電 池 か ら得 られ る電 力 に対 す る 「炭 素 コ ス

ト」 は 、 ゼ ロで あ るか 、 また は実 装 上 生 じる 「炭 素 コ ス ト」 を有 す る も

の と仮 定 して い る。 電 池 か ら供 給 され る電 力 の 「炭 素 コ ス ト」 は 、 充 電

の た め の 電 力 の 「炭 素 コス ト」 で あ った り、 電 池 の使 用 ご との 具 体 的 な

「炭 素 コス ト」 お よ び また は全 体 に 占め る電 池 の使 用 ご との 具 体 的 な

「炭 素 コ ス ト」 の割 合 の積 算 で あ る と考 え る こ とが で き る。

さ らに 、 この 尺 度 （ゲ ー ジ） は 、 消 費 した 総 電 力 の 情 報 を含 む もの で

あ って も良 い。 この よ うに して 、 こ の 尺 度 （ゲ ー ジ） は 、 そ の家 庭 が 効

率 的 な 炭 素 の使 用 を して い るか ど うか の ィ ンデ ィ ケ 一 夕 とす る こ とが で

き る。 他 の尺 度 の 計 算 式 を下 記 に示 す 。

G = ∑ E (supp l y ) , E (so l ar) , E (CHP) , E (ba t t e ry) ∑ E (suppl y ) , E

(so l ar) , E (CHP) , E (bat t e ry) +∑C (supp ly) , C (CHP) , C (ba t t e ry)

上 述 した デ ィス プ レイ 1 4 の 表 示 に よ って 、 家 庭 にお いて 、外 部 （電

力会 社 ） か ら供 給 され るエ ネ ル ギ ー と、 各 家 庭 で つ く られ る エ ネ ル ギ ー

との バ ラ ンス を世 帯 主 が た だ ち に知 る こ とが で き る。

「パ ワー コ ンデ ィ シ ョナ 」

図 5 を参 照 して ソー ラモ ジ ュー ル 1 0 お よ び バ ッテ リセ ンタ ー 1 3 の

そ れ ぞ れ に設 け られ て い る第 1 お よ び 第 2 のパ ワー コ ンデ ィ シ ョナ につ

いて 説 明 す る。 図 5 は 、 バ ッテ リセ ンタ ー 1 3 の部 分 的 構 成 を示 して い



る。

ソー ラパ ネル 9 で 発 生 した 直流 電 圧 が D C — D C コ ンバ ー タ 5 1 に供

給 され 、所 定 の直 流電 圧 と して 出 力 され る。 D C — D C コ ンバ ー タ 5 1

の 出 力電 圧 が D C — A C ィ ンバ 一 夕 5 に対 して 供給 され る。 D C — A

C ィ ンバ 一 夕 5 は 、 例 え ば G T I (Gr i d T i e Inve r t e r ) の 構 成 と され 、

出力側 の電 力供 給 網 の交 流 電 力 と同期 した交 流 電 力 を出 力す る。

ソー ラパ ネ ル 9 の 発 電 量 は 、天 候 、 時 間帯 等 で 変 動 す るた め に、 ソー

ラパ ネル 9 の 出 力電 圧 を D C — A C イ ンバ 一 夕 5 に供 給 す る場 合 、 D

C — A C ィ ンバ 一 夕 5 2 の 入 力電 圧 を安 定 とす るた め に、 D C — D C コ

ンバ 一 夕 5 1 が 使 用 され る。 さ らに、 D C — D C コ ンバ ー タ 5 1 は 、そ

の とき どきの入 力光 の も とで の ソー ラパ ネル の ィ ン ピー ダ ンス に合 わ せ

て 、 出 力 のイ ン ピー ダ ンス を調 整 す るよ うに構 成 され て い る。 ソー ラパ

ネル 9 の負荷 の最 大 値 に追従 す る この特 性 は 、 M P P T (Max imum Peak

Po i n t Tracki ng ：ソ一 ラパ ネ ル の 出 力電 力が 最 大 にな る点 に追 従 す る制

御 。 最 大 電 力点 追 従 制御 機 能 ） と して 知 られ て い る。

さ らに、 D C — D C コ ンバ ー タ 5 1 お よ び G T I の 構 成 とされ た D C

— A C イ ンバ ー 夕 5 2 は 、 電 力 の伝 送 の前 に、 A C ライ ンが そ の他 の電

源 か ら電 力 を得 て い る こ と を前提 に した もので あ る こ とが必 要 と され る。

そ の理 由 は、配 線 網 で作 業 す るエ ンジニ ア の安 全 確 保 の た め で あ る。 こ

の よ うな特 性 によ って 、 D C — A C イ ンバ ー 夕 5 2 に対 す る D C の 入 力

時 点 か らA C の 出 力時 点 まで の間 に、 あ る程 度 の遅 延 が 存 在 す る。

電 力 メー タ 2 か らの交 流 電 力が バ ッテ リセ ンター 1 3 の整 流 回路 5 3

によ って 直 流 電 力 に変 換 され る。 ソー ラモ ジ ュー ル 1 0 の D C — D C コ

ンバ 一 夕 5 1 か らの直 流 電 力お よ びノ また はバ ッテ リセ ン夕一 1 3 の整

流 回路 5 3 か らの 直 流 電 力が 充 電 部 5 4 に供 給 され る。 充 電 部 5 4 によ

つて 、蓄 電 装 置 1 1 のバ ッテ リが 充 電 され る。



蓄電装置 1 1 も、直流電力を発生す る点では、ソー ラパネル と同様で

あ り、蓄電装置 1 1 の出力に対 して もパ ワー コンデイショナが接続 され

ている。すなわち、蓄電装置 1 1 が発生 した直流電力が D C —D C コン

バー夕 5 5 に供給 され る。 D C —D C コ ンバ一夕 5 5 か らの所定 の直流

電力が D C —A C イ ンバー夕 5 6 に供給 され る。 D C —A C イ ンバー夕

5 6 が 出力す る交流電力が家庭内の交流電力系統 に供給 され る。 D C —

A C イ ンバー夕 5 6 は、 G T I の構成 とされ る。

上述 したよ うに、バ ッテ リセ ンター 1 3 に対 して各バ ッテ リが着脱 自

在 とされている構成の場合、バ ッテ リの充電および放電 を行 うのに先立

つて、バ ッテ リセ ンター 1 3 とバ ッテ リ間で認証が行われ、認証が成立

した場合のみ、充電および放電処理がな され る。認証処理で は、各バ ッ

テ リの I D が使用 され る。

このよ うな認証処理、充電動作並び に放電動作 のために、バ ッテ リセ

ン夕一 1 3 の各部 を制御す るために、バ ッテ リセ ン夕一 1 3 には、 コン

トロ一 ラ 5 7 および無線通信部 （図示 しない）が設 け られて いる。 コン

トロ一 ラ 5 7 は、マイクロコンピュ一夕によ り構成 されている。上述 し

た D C —D C コ ンバ一夕 5 5 および D C —A C ィ ンバ一 夕 5 6 が第 1 の

パ ワー コンデ ィシ ョナを構成 し、ソ一 ラモジュール 1 0 の D C —D C コ

ンバ一夕 5 1 お よび D C —A C ィ ンバ一夕 5 が第 2 のパ ワー コンディ

シ ョナ を構成す る。 これ らのパ ワー コンデ イシ ョナ を構成す る各回路 ブ

ロックとしては、制御の整合性、入手の容易化等 の理 由か ら同一構成の

ものが使用 され る。

コン トロー ラ 5 7 によ ってなされ る充電ノ放電処理の制御 の一例 につ

いて図 6 を参照 して説明す る。図 6 で は、充電 、オフ、供給 （分配）の

3 個 の状態が示 されている。

「オ フ」か ら 「充電」への遷移 S 1 の条件



( ソー ラパネル 出力 ≥ 1 5 0 W ) 且 つ （充電状態 < 9 0 % )

「充電」か ら 「オフ」への遷移 S 2 の条件

( ソ一 ラパネル出力< 1 5 0 W ) また は （充電状態 9 0 % )

「オ フ」か ら 「供給」への遷移 S 3 の条件

(電気器具の負荷 ≥ 5 0 W ) 且 つ （充電状態 ≥ 2 5 % ) また は （ソー ラ

パネル 出力 ≥ 1 5 0 W ) 且 つ （充電状態ぐ 9 0 )

「供給」か ら 「オ フ」への遷移 S 4 の条件

(電気器具の負荷ぐ 5 0 W ) また は （充電状態ぐ 2 5 % )

上述 した充電 / 放電処理の制御 は、蓄電装置 1 1 をソ一 ラパネル 出力

のみで充電す る制御の一例であって、蓄電装置 1 1 を上述 した整流回路

5 3 の出力で充電可能 とす る場合 には、他の制御方法が可能で ある。 さ

らに、判定の しきい値の数値 は、単な る一例で あって、種々の ものに設

定 され る。

上述 したよ うに、 D C —D C コ ンパ一夕 5 1 お よび D C —A C イ ンバ

—夕 5 2 は、 D C —A C イ ンバー 夕 5 2 に対す るD C の入力時点か らA

C の出力時点 までの間に、ある程度の遅延が存在す る。 しか しなが ら、

蓄電装置 1 1 か らの出力電圧 は、要求 に応 じて即座 に電 力を供給できる

ことが望 まれ る。

かか る要求 を満たすため、 D C —D C コンバータ 5 5 は、 2 つの出力

電圧 を持つよ うに構成 されている。第 1 の出力電圧がスタンバイ電圧で

ある。スタンバイ電圧は、 D C —A C イ ンバ一夕 5 6 が外部 に電 力 を供

給 しは じめる しきい値よ り低 いもので あ り、且つ、 D C —A C イ ンバー

夕 5 6 が動作す るのに十分な電圧 とされ る。第 2 の電圧 は、 D C —A C

イ ンバー 夕 5 6 が外部 に電 力の供給 を開始す る電圧 とされ る。 このよ う

にして、 D C —A C イ ンバ一夕 5 6 は、直 ぐに供給モー ドに移行できる

よ うにスタンバイ され る第 1 の電圧 をD C —D C コンバータ 5 6 が 出力



す る。

D C —D C コンバータ 5 1 は、上述 したよ うに、最大電 力点追従 制御

機能 を有す る。蓄電装置 1 1 の 出力電圧が入力され るD C —D C コ ンパ

—夕 5 5 も同様 に、最大電 力点追従制御機能 を有す る。蓄電装置 1 1 は、

ソー ラパネル と異な る出力特性 を有す る。 したが って、蓄電装置 1 1 に

接続 され るD C —D C コ ンバータ 5 5 が最大電 力点追従制御機能 を有す

る場合、 システム （A C ライ ンへの電 力供給） を不安定 にす る。 したが

つて、 D C —D C コンバータ 5 5 は、 ソ一 ラパネルの負荷曲線 を模倣す

るよ うに、出力イ ンピーダ ンスが動的 に変化す るよ うに構成 され る。

なお，複数のバ ッテ リおよび複数 の D C —D C コ ンバータに対 して 1

つの D C —A C イ ンバー夕 （G T I ) を含 む システムにおいて、 この負

荷曲線のシミュ レー シ ョンは、複数 の D C —D C コ ンバ一夕の複数 の出

力が並列 に接続 され ることにすぎな い とい うことを意味す る。

< 2 . 変形例 >

以上、 この発明の一実施形態 につ いて 具体的 に説明 したが、 この 発明

は、上述 の一実施形態 に限定 され る もの で はな く、 この発明の技術的思

想 に基づ く各種 の変形が可能である。例 えば電 力コン トロー ラシステム

は、家庭 に限 らず、区画化 されたエ リアに対 して適用できる。

符号の説明

1 - • · 電 力供給網

2 · • · 電 力メータ

4 · • · ゲー トウェイ

5 · • · 器 具モニタ

9 · • · ソー ラパネル



1 0 · · · ソー ラモ ジ ュー ル

1 1 · · · 蓄 電 装 置

1 3 · · · バ ッテ リセ ンター

1 4 · · ' デ ィ ス プ レイ

5 1 ， 5 5 ' ' ' D C —D C コ ンバ 一 夕

5 2 ， 5 6 · · ' D C —A C ィ ンバ 一 夕



[請 求 項 1 ]

区 画 され た エ リア の複 数 箇 所 の 電 力 の 流 れ を測 定 し、 電 力 測 定 値 を発

生 す る測 定 装 置 と、

前 記 測 定 装 置 か らの 前 記 電 力測 定 値 に対 して タイ ム ス タ ンプ を付 加 し

て 送 信 す る送 信 装 置 と、
青

前 記 送 信 装 置 か らの 前 記 電 力測 定 値 お よ び 前 記 タ イ ム ス タ ン プ を受 信

す る受 信 装 置 と を備 え 、
の

前 記 受 信 装 置 が 前 記 電 力 測 定 値 の 時 間方 向 の積 算 値 を演 算 す る電 力 コ
範

ン 卜ロー ル 装 置 。
囲

[請 求 項 2 ]

測 定 され る前 記 電 力 の 流 れ が ア プ リケ ー シ ョ ン に よ って 消 費 され る電

力 、 並 び に電 力 発 生 装 置 に よ り生 成 され る電 力 を含 む 請 求 項 1 に記 載 の

電 力 コ ン トロー ル 装 置 。

[請 求 項 3 ]

前 記 受 信 装 置 が ア プ リケ ー シ ョ ン によ って 消 費 され る電 力 の合 計 、 生

成 され る電 力 の合 計 、 消 費 され る電 力 の合 計 お よ び 生 成 され る電 力 の合

計 の差 の 少 な く と も一つを計 算 す る請 求 項 2 に記 載 の電 力 コ ン トロー ル

装 置 。

[請 求 項 4 ]

前 記 受 信 装 置 が 前 記 電 力 を炭 素 排 出 強 度 に換 算 す る請 求 項 3 に記 載 の

電 力 コ ン トロー ル 装 置 。

[請 求 項 5 ]

前 記 受 信 装 置 が 前 記電 力 をネ ッ トワー ク を通 じて 外 部 のサ ー バ に送 信

し、 前 記 サ ー バ が 前 記 電 力 の 情 報 を蓄 積 し、 前 記 サ ー バ に蓄 積 され て い



る前記電 力の情報が前記受信装置 に送信 され る請求項 3 に記載の電 力コ

ン トロール装置。

[請求項 6 ]

前記サーバが前記電力の情報 を炭素排 出強度 に換算 して蓄積 し、前記

サーバ に蓄積 されている前記炭素排 出強度の情報が前記受信装置 に送信

され る請求項 5 に記載の電力コン トロール装置。

[請求項 7 ]

区画 されたエ リアの複数箇所の電 力の流れ を測定 し、電 力測定値 を発

生す るステ ップと、

前記電力測定値 に対 してタイムスタ ンプを付加 して送信す るステ ップ

と、

前記電 力測定値および前記 タイムスタンプを受信す る受信ステ ップと

を有 し、

受信 された前記電 力測定値 の時間方 向の積算値 を演算す る電力コン ト

ロール方法。
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